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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第１区分
【発行日】平成24年4月12日(2012.4.12)

【公表番号】特表2011-518101(P2011-518101A)
【公表日】平成23年6月23日(2011.6.23)
【年通号数】公開・登録公報2011-025
【出願番号】特願2011-502410(P2011-502410)
【国際特許分類】
   Ｃ０１Ｂ  39/02     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  29/06     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  35/10     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  20/16     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  20/30     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０１Ｂ  39/02    　　　　
   Ｂ０１Ｊ  29/06    　　　Ｍ
   Ｂ０１Ｊ  35/10    ３０１Ｊ
   Ｂ０１Ｊ  20/16    　　　　
   Ｂ０１Ｊ  20/30    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成24年2月23日(2012.2.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　本発明によると、本発明の主要な調製方法の段階ｅ）による懸濁液中および本発明の単
純化された調製方法の段階ａ）による溶液中に存在する不揮発性化合物の体積百分率は、
少なくとも７％、好ましくは少なくとも７．５％、より好ましくは少なくとも１０％であ
る。前記不揮発性化合物の体積百分率は、総体積に対する、噴霧後に得られた固体基本粒
子中の縮合酸化物（単数種または複数種）（ＳｉＯ２およびＡｌＯ１．５）の形態の不揮
発性無機部分によって占められる体積に、同一の固体粒子中に見られる不揮発性有機部分
（界面活性剤）によって占められる体積を加えたものの割合に１００を乗じたものとして
定義される。より正確には、不揮発性無機部分によって占められる体積Ｖｉｎｏｒｇは、
比ｍｉｎｏｒｇ／ρｉｎｏｒｇによって定義される。ここで、ｍｉｎｏｒｇは、各基本球
状粒子中に存在する縮合酸化物（単数または複数）の形態の無機部分、すなわち、ＳｉＯ

２およびＡｌＯ１．５（本発明による主要な調製方法の段階ａ）および段階ｅ）において
存在する無機前駆体に由来する）に本発明の主要な調製方法の段階ｃ）の固体生成物の無
機部分を加えたものの最終質量または各基本球状粒子中に存在する縮合酸化物（単数また
は複数）の形態の無機部分、すなわち、ＳｉＯ２およびＡｌＯ１．５（本発明による単純
化された調製方法の段階ａ）において存在する無機前駆体に由来する）の最終質量であり
、ρｉｎｏｒｇは、平均して２に等しい（「アルミノケイ酸塩ネットワーク」タイプの無
機部分にほぼ有効）。同様に、不揮発性有機部分によって占められる体積Ｖｏｒｇは、比
ｍｏｒｇ／ρｏｒｇによって定義される。ここで、ｍｏｒｇは、基本粒子中に存在する界
面活性剤、すなわち、本発明による主要な調製方法の段階ａ）および段階ｅ）のいずれか
において存在する、または、本発明による単純化された調製方法の段階ａ）において存在
する界面活性剤と本発明による主要な調製方法の段階ｃ）の固体生成物の有機部分とを加
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えたものの質量であり、ρｏｒｇは１である（不揮発性有機部分の大部分にほぼ有効）。
総体積は、ＶT＝Ｖｉｎｏｒｇ＋Ｖｏｒｇ＋Ｖｓｏｌｖｅｎｔである。ここで、Ｖｉｎｏ

ｒｇおよびＶｏｒｇは、上記定義の通りであり、Ｖｓｏｌｖｅｎｔは、水および任意の有
機溶媒からなる溶媒の総体積に相当する。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　本発明によるアルミニウム含有量の多いメソ構造化アルミノケイ酸塩材料は、粉体、ボ
ール、ペレット、細粒または押出物の形態で得られ得、形状化操作は、当業者に知られて
いる従来技術を用いて行われる。好ましくは、本発明によるメソ構造化アルミノケイ酸塩
材料は、径Ｄが１０＜Ｄ（μｍ）≦１００、好ましくは１１～７０μｍの範囲である、基
本球状粒子からなる粉体の形態で得られ、これにより、本発明による材料が、精製または
石油化学用途において、触媒または吸着剤として使われる場合、可能性のある化合物の拡
散の制御が促進される。
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